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１ 目的 

 真岡市議会災害時ＢＣＰ※（業務継続計画）（以下「本ＢＣＰ」という。）は、真岡市

内で大規模災害が発生し、又は感染症の大規模な流行が発生したとき、真岡市災害対

策本部条例（昭和３８年７月５日真岡市条例第２０号）の規定に基づく真岡市災害対

策本部（以下「市本部」という。）と連携を図り、議会として二元代表制の趣旨に則り、

議事・議決機関、住民代表機関として、市民の安全確保と災害復旧に向け、迅速かつ

適切な災害対策活動ができるよう、体制整備を行うものである。 

※ＢＣＰ：Business Continuity Plan（業務継続計画）とは 

議会機能をおおむね平常に運用できるまでの期間を想定し、当該期間における議会、議員等の 

役割や具体的な取り組み等について定めた計画。 

 

 

２ 本ＢＣＰが対象とする災害等の定義 

 本ＢＣＰは、表１の真岡市地域防災計画で定める市本部の設置基準を満たす災害を

対象とするほか、表２の基準を満たす災害及び議長が必要と認めた災害を対象とする。 

【表１】 

災害種別 基準 

地震 

①震度６弱以上の地震が発生したとき。 

②市内に大規模な地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

で、市長が必要と認めるとき。 

③市内に災害救助法が適用されたとき、又はこれに準ずる災害が発生し

た場合で、市長が必要と認めるとき。 

風水害 

①市内に特別警報が発表された場合 

②市内に気象注意報、気象警報その他災害に関する情報が発表され、大

規模な災害発生のおそれがある場合 

③市内に大規模な災害が発生したとき、又は発生するおそれがあると

き。 

④市内に災害救助法が適用されたとき、又はこれに準ずる災害が発生し

たとき。 

原子力 

①県から原子力法第１５条第１項に定める通報があったとき。 

②県から緊急時の通報を受け、市長が災害対策本部の設置を必要と認め

たとき。 

③近隣県が設置する空間放射線量率を測定する固定観測局で５μSv/h 

（毎時 5マイクロシーベルト）以上の放射線量が検出されたことが判明

したとき。 

④原子力事業所の事故により放射性物質又は放射線の影響が広範囲に

及び、市内において屋内退避又は避難が必要となるおそれのあるとき。 

⑤その他市長が災害対策本部の設置を必要と認めたとき。 

１ 



 

【表２】 

 

 

３ 議会の役割 

（１）本ＢＣＰが対象とする災害等が発生し、市本部が設置されたとき、真岡市議会

は、「真岡市議会災害対策支援本部」（以下「支援本部」という。）を設置し、市民の安

全確保と災害復旧又は感染拡大防止に向けた活動を行うための体制整備を行う。 

また、市本部が迅速かつ適切な災害対応又は感染拡大防止対応に専念できるよう、

必要な協力・支援を行う。 

（２）市本部の応急活動等が迅速に実施されるよう、議員から提供された地域の被災

状況等の情報を整理し、支援本部を通して市本部に提供する。又、市本部からの情報

を、支援本部を通して議員に提供する。 

（３）市本部と連携・協力し、国、県その他の関係機関に対して要望活動等を行う。 

（４）復旧・復興に向け、必要な予算を速やかに審議する。 

 

 

４ 議員の役割 

（１）地域の災害救援活動及び災害復旧活動に協力・支援を行う。又、自身の感染予

防を優先しつつ、感染拡大による市民生活への影響等の情報を収集する。 

（２）市本部が応急活動等を迅速に行えるよう、又、的確な対応が講じられるよう、

地域の被災状況等の情報について、【様式１】情報収集連絡票（Ｐ９）を参照の上、 

支援本部に提供する。 

 

 

５ 市議会事務局の役割 

市本部が設置された場合、市議会事務局は、通常業務に優先して速やかに災害対応

の業務に当たるものとする。ただし、災害が勤務時間外に発生した場合においては、

速やかに市議会事務局に参集し、災害対応業務に当たる。 

（１）来庁者の避難誘導、被災者の救出・支援を行う。 

（２）市議会事務局職員の安否を確認する。 

災害種別 基準 

大規模 

火災 

①市内に大規模火災（死者が予想）が発生したとき。 

②人命の救助救出活動の応急対応が必要なとき。 

テロ 

武力攻撃 

①テロ、ミサイルなどで大きな被害が発生した場合、又はそのおそれ

があるとき。 

感染症 

①新型インフルエンザ等により緊急事態宣言が行われたとき。 

②市内に大きな混乱や経済的損失が発生した場合、又は感染の拡大が 

予想されるとき。 

２ 



 

（３）正副議長の安否を確認する。 

（４）支援本部員の安否を確認する。 

（５）市庁舎５階議会所管部分の被災状況を確認する。 

（６）支援本部の設置準備をし、事務の補佐を行う。 

（７）市本部との連絡体制を確保する。 

（８）災害関係情報を収集・整理する。 

（９）市庁舎５階議会所管部分の被災状況により、会議場所を確保する。 

 

 

６ 支援本部の設置 

（１）支援本部の設置 

ア 市本部が設置され、かつ、議長が必要と認めるときは支援本部を設置する。 

 イ 構成員は委員会室へ参集する。ただし、委員会室が被害を受けて使用できない 

場合等は、議長が別に参集場所を指定する。 

 ウ 支援本部が設置されたときは、議員及び市本部にその旨を通知する。 

エ 会議等の情報については、LINE WORKS 等を使用して周知する。 

（２）支援本部の組織 

ア 支援本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

イ 本部長には、議長をもって充て、支援本部の事務を総括する。 

ウ 副本部長には、副議長をもって充て、本部長を補佐し、本部長に事故あるとき 

又は欠けたときは、本部長の職務を代理する。 

エ 本部員には、議会運営委員会の委員をもって充て、本部長の命を受け、支援 

本部の事務に従事する。 

オ 本部長及び副本部長に事故あるとき又は欠けたときは、表３の順位に従い、 

その職務を代理する。 

カ 本部長は、本部員に事故あるとき又は欠けたときは、対策本部の構成員以外の 

議員の中から当該本部員を代理するものを選任することができる。 

（３）支援本部の役割 

本会議や委員会がおおむね平常通り開催できるようになるまでの間、議会として 

行う取り組みは、支援本部に一元化する。 

ア 議員の安否、居所等の確認を行うこと。 

イ 市本部からの情報の提供を受け、議員に当該情報の提供を行うこと。 

ウ 情報を収集し、及び整理し、市本部に提供すること。 

エ 国、県その他関係機関に対する要望等に関すること。 

オ 市本部からの依頼事項に関すること。 

カ その他本部長が必要と認めること。 

（４）支援本部の解散 

 本部長は会議に諮り、支援本部を解散する。 
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【表３】 

順位 本部長の職務を代理する者 副本部長の職務を代理する者 

第１位 副議長 議会運営委員会委員長 

第２位 議会運営委員会委員長 総務常任委員会委員長 

第３位 総務常任委員会委員長 民生文教常任委員会委員長 

第４位 民生文教常任委員会委員長 産業建設常任委員会委員長 

第５位 産業建設常任委員会委員長 議会運営委員会副委員長 

 

 

７ 災害時における議会及び議員の行動 

（１）災害発生時（発災から３日） 

ア 本会議が開催中の場合 

① 議長は、直ちに本会議を休憩し、出席者及び傍聴人の安全を確保する。  

② 議長は、災害の状況により、被害が想定される場合は、その日の本会議を 

閉じることができる。この場合、延会等を行う必要がある場合は、当該議決 

を経なければならない。 

③ 議長は、必要に応じて議員を待機させることができる。 

イ 委員会及びその他の会議（以下「委員会等」という。」）が開催中の場合 

① 委員長及び代表者は、直ちに委員会等を休憩し、出席者及び傍聴人の安全を 

確保した上で、委員会における被災状況を議長及び副議長（以下「議長等」 

という。）に報告する。 

② 委員長及び代表者は、災害の状況により、被害が想定される場合は、その日 

の委員会等を閉じることができる。 

ウ 本会議及び委員会等が開かれていないとき並びに議員が登庁していない場合 

① 議員は、災害が発生した場合は、支援本部の指示があるまでは、個人の判断 

に基づき行動する。 

② 議員は、自身や家族等の安全を確認し、速やかに安全な場所に避難した 

うえで、自らの安否とその居所及び連絡先を市議会事務局に連絡する。 

③ 議員は、地域における被災者の安全の確保、避難所への誘導等にできる限り 

協力する。ただし、議長等から登庁の指示があったときは、速やかに登庁する。 

エ 委員会又は会派による視察（出張）を行っている場合 

① 視察団の責任者（委員長又は会派代表者）は、視察先にて災害等が発生した 

場合には、速やかに被災状況を議長及び市議会事務局に報告する。 

② 視察団の責任者（委員長又は会派代表者）は、本市及び視察先の被災状況を 

勘案して必要があると認めたときは、視察を終了し、帰市（市内視察にあって 

は帰庁）する。 

③ 議長等は、本市及び視察先の被災状況を勘案して必要があると認めたときは、 

視察団に対し、視察の終了及び帰市若しくは帰庁を命ずることができる。 
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オ 議長等が出張を行っている場合 

① 原則として、上記エと同様の対応とする。 

② 議長が出張中のときは、帰市若しくは帰庁するまでの間、副議長が議長の 

職務を行う。 

（２）応急活動期（４日～１０日程度） 

ア 議会は、発災時から継続して、市本部と連携し、支援本部で収集・整理した 

情報を市本部へ提供するとともに議員へ情報提供をする。 

イ 支援本部の今後の取組みや日程等について、検討を始める。 

（３）復旧活動期（１１日目以降） 

ア 議会は、応急活動期から継続して、市本部と連携する。市本部の活動状況に 

配慮したうえで、必要に応じ、市本部に対して、被災や復旧の状況及び今後の 

災害対応について説明を受ける。 

イ 議会開催のため、開催場所の確保などの環境整備を行う。 

ウ 臨時議会等を開催し、災害対策及びその必要経費等を速やかに審議する。 

エ 迅速な復旧・復興の実現に向け支援本部で、検討・調整した内容について、国、 

その他の関係機関に対し、要望するなどの活動を行う。 

オ 議会・議員が把握した市民の意見、要望等を踏まえながら、復旧・復興が迅速 

に進むよう、市本部に対し、必要に応じて提案、提言及び要望等を行う。 

 

 

８ 感染症等発生時における議会及び議員の行動 

（１）発生早期 

 ア 議員（委員会、会派を含む）の県外出張を規制する。やむを得ない事情により、 

感染地域に滞在する場合は、事前に市議会事務局に報告するとともに、現地での 

行動を記録する。帰市後は、必要に応じた期間について外部との接触を控える。 

又、検温等による体調管理を徹底し、異変を感じた場合は、速やかに医療機関を 

受診するとともに市議会事務局に結果を報告する。 

 イ 県外からの視察等の受け入れを規制する。 

 ウ 県外からの傍聴希望者に対して、傍聴の自粛をホームページ等で要請する。 

（２）県内感染期（市内での感染が発生していない段階） 

 ア 議員（委員会、会派を含む）の市外出張を規制する。 

 イ 市外からの視察等の受け入れを規制する。 

 ウ 市外からの傍聴希望者に対して、傍聴の自粛を要請する。 

 エ 議員及び市議会事務局職員は、咳エチケット等の基本的な感染対策の実践を 

徹底し、傍聴希望者に対し、基本的な感染対策の周知徹底を図る。 

（３）県内感染期（市内での感染が発生している段階） 

 ア 議員（委員会、会派を含む）の出張を規制する。 

 イ 不特定多数の人が接触する可能性の高い行事は、開催及び参加を規制する。 
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 ウ 外部からの視察等の受け入れを規制する。 

 エ すべての傍聴希望者に対して、傍聴の自粛を要請する。 

 オ 議員及び市議会事務局職員は、咳エチケット等の基本的な感染対策の実践を 

徹底する。 

（４）感染者または濃厚接触者発生時の対応 

 ア 速やかに議長及び市議会事務局に報告する。 

 イ 感染と認定された場合は、医療機関等の指示に従い治療を行う。 

また、治療経過について本人又は家族により議長及び事務局に報告する。 

 ウ 濃厚接触者と認定された場合は、医療機関等の指示に従い行動する。又、自身 

及び家族の体調変化に注意し、変異を察した場合は、速やかに医療機関等の指示 

に従い、その経過等に変化があった場合は、議長及び市議会事務局に連絡する。 

（５）小康期 

 ア 不特定多数の人が接触する可能性の高い行事について、状況に応じて開催及び 

参加の規制を緩和・解除する。 

 イ 外部からの視察等の受け入れ規制を緩和・解除する。 

 ウ 傍聴者の制限を緩和・解除する。 

 エ 咳エチケット、手洗い、うがい等の基本的な感染対策について、実施の徹底を 

緩和・解除する。 

 

 

９ 災害発生時等における連絡体制 

（１）安否確認等 

ア 本ＢＣＰが対象とする災害等が発生したときは、議員は、【様式２】議員安否 

確認票（Ｐ１０）を参照の上、LINE WORKS により送信する。また、感染症流行時 

には、本人及び家族の健康状態（症状、検査結果）を継続的に把握し、LINE WORKS 

により送信する。 

なお、タブレット端末の使用が制限され、もしくは使用不能の場合は、電話 

又はＦＡＸ等を使用し、市議会事務局に連絡するものとする。 

電話  ０２８５－８３－８１７６ 

ＦＡＸ ０２８５－８３－８７１４ 

 イ 支援本部からの情報提供については、24時間体制とし、全議員配付資料として 

LINE WORKSにより提供する。 

 ウ 全議員を対象とした【別紙】真岡市議会緊急連絡網（Ｐ１１）を整備し、 

必要に応じて活用する。 

 

※上記アによる連絡手段が使用不能の場合は、災害用伝言ダイヤル『１７１』 

（基本的操作方法は次頁参照）を利用するなど通信手段を確保する。 

  

７ ６ 



 

〇災害用伝言ダイヤル（１７１）の基本的操作方法 

 

伝言の録音方法 

【電話で録音】 

「１７１」をダイヤル 

   ▽ 

録音は「１」を入力 

   ▽ 

「０２８５－８３－８１７６」 

（市議会事務局の電話番号）を入力 

   ▽ 

「１」を入力 

   ▽ 

メッセージを録音（伝言は３０秒

以内） 

   ▽ 

「９」で終了 

【インターネットで登録】 

「web１７１」へアクセス 

（https://www.web171.jp） 

   ▽ 

利用規約に「同意」 

   ▽ 

「０２８５－８３－８１７６」 

（市議会事務局の電話番号）を入力 

   ▽ 

メッセージを入力 

   ▽ 

伝言の登録 

 

伝言の再生方法 

【電話で録音】 

「１７１」をダイヤル 

   ▽ 

再生は「２」を入力 

   ▽ 

「０２８５－８３－８１７６」 

（議会市事務局の電話番号）を入力 

   ▽ 

「１」を入力 

   ▽ 

繰り返し再生は「８」を入力 

次の伝言の再生は「９」を入力 

   ▽ 

再生後のメッセージ録音は「３」を入

力 

【インターネットで登録】 

「web１７１」へアクセス 

（https://www.web171.jp） 

   ▽ 

利用規約に「同意」 

   ▽ 

「０２８５－８３－８１７６」 

（市議会事務局の電話番号）を入力 

   ▽ 

伝言の確認 

   ▽ 

返信の伝言の登録 

 

  

７ 



 

○災害発生時のフローチャート 

 

災害の発生、または発生のおそれがあるとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

連絡調整 

議長は 

８ 

真岡市災害対策本部 

〔市本部〕 

真岡市議会災害対策支援本部 

〔支援本部〕 

事務局長 

連絡調整 

構成員以外の議員 

を設置 
市本部の設置を受け、 

正副議長、課長に連絡 

(事務局職員登庁) 

本部員に連絡 

支援 

・本部長 （議長） 

・副本部長（副議長） 

・本部員 （議会運営委員会委員８名） 

自らの安否 

居場所等の報告 

情報提供 

支援本部設置の連絡 

安否・居所の確認 

情報提供 



 

【様式１】 

情報収集連絡票 

 

議員氏名              

 

発
生
概
況 

発生 

場所 

地域名  発生 

日時 

月日  

住所  時間  

 

被
害
状
況 

死傷者 

死者 名 不明 名 

住家 

全壊 件 一部破損 件 

負傷者 名 計 名 半壊 件 
床上浸水 件 

床下浸水 件 

応
急
対
策
の
状
況 

 

市
民
の
避
難
状
況 

 

市
民
の
ニ
ー
ズ
等 

 

※被災状況の写真、動画をタブレットの『LINE WORKS』で事務局まで送信する。 

 

確認日時   月  日  午前・午後  時  分 

 

確認者              

  

９ 



 

【様式２】 

議員安否確認票 

 

議員氏名              

 

安
否
状
況 

本人 被災 
有⇒軽症・重症・入院・その他（     ） 

無 

家族 被災 
有⇒配偶者・子ども・その他（     ） 

無 

所
在 

自宅・自宅外（                ） 

居
宅
の
状
況 

被害 

有⇒全壊・半壊・一部破損 

床上浸水・床下浸水・その他（     ） 

無 

参
集
の
可
否 

可・否 
参集可能な 

時期 
 

連
絡
先 

本人と連絡が取れない場合は家族等の連絡先を記入 

地
域
の
状
況 

 

そ
の
他 

特記事項があれば記入 

 

確認日時   月  日  午前・午後  時  分 

 

確認者              

 

１０ 



【別紙】

真岡市議会緊急連絡網

　※次の方に連絡がつかない場合、

　　その次の方へも連絡してください。

総務常任委員会
委員長

総務常任委員会
副委員長

総務常任委員会
委員

総務常任委員会
委員

令和○年○月○日現在

議長

副議長

議会運営委員会
委員長

議会運営委員会
副委員長

民生文教常任委員会
委員長

産業建設常任委員会
委員長

会派代表者 会派代表者 会派代表者

民生文教常任委員会
副委員長

産業建設常任委員会
副委員長

民生文教常任委員会
委員

産業建設常任委員会
委員

民生文教常任委員会
委員

産業建設常任委員会
委員

総務常任委員会
委員

民生文教常任委員会
委員

産業建設常任委員会
委員

総務常任委員会
委員長

民生文教常任委員会
委員長

産業建設常任委員会
委員長

事務局
支援本部へ参集

 １１


